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★事務事業の概要（具体的なやり方、手順、詳細。期間限定複数年度事業は全体像を記述）
【事業の内容】

【業務の流れ】

【主な予算費目】

(1)事務事業の振り返り・計画
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(単位)

(2)成果指標･総事業費

の推移
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実績(決算) 実績(決算)目標(当初予算)実績(決算) 予定 見込目標(当初予算)
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国庫支出金

都道府県支出金

地方債

その他

繰入金
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源
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訳
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費
（Ａ）事業費計

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

安全・安心に暮らせ
るまちづくりの推進

「こどもまんなか社会」
の構築

産業の共生による市経
済の持続的発展

（開始年度　　　　　　年度）
（　　　　　～　　　　年度）

市志合

③予算の主な増減の理由

データ取得方法

法令根拠

見込

(開始した背景・
きっかけ・今後の
状況変化・関係
者からの意見や
要望を含む)

成果指標

ウ

ウ

(3)評価の総括（成果向上の余地・事業費削減の余地）

(4)今後の事業の方向性

 4年度

0

3,528

3,528

 5年度

0

3,181

3,181

 6年度

0

3,583

3,583

 6年度

0

3,521

3,521

 7年度

0

3,104

3,104

 8年度

0

3,514

3,514

 9年度

0

3,104

3,104

10年度

0

3,514

3,514

(令和 6年度実績と令和 7年度計画) 令 和  7 年  9 月  4 日 更 新

入札契約事務

   1 自治の健幸 総務部 榮　峰男

   2 行政経営の推進・改革 管財課 西村　直高

   4 計画的な施策・事業の推進 契約管財班 1272

公共工事の入札及び契約の適正化の促進に関する法律
合志市契約事務規則、合志市競争契約入札心得一般   2   1   7    11040

単年度のみ 単年度繰返 18
 6年度で終了  6年度から開始

期間限定複数年度

入札、開札及び契約全般に関し、適正な公共調達を行う事務事業。
・資格審査を経て、有資格業者のうちから、発注者が指名基準を満たしている業者を指名し競争入札を行う。平成６年度よ
り一般競争入札方式の導入がなされ指名競争方式の改善が進められている。
・平成２０年度より４０００万円以上の工事について一般競争入札を導入した。
・「価格競争」から「価格と品質で総合的に優れた調達」への転換として「総合評価方式」が取り入れられている。
・漏洩などにより、官制談合の原因ともなる予定価格について平成２０年度より公表している。
・平成２３年度から総合評価方式を導入した。

1.概ね毎月５日までに、各課より入札実行依頼書の提出を受け付ける。2.概ね毎月１５日に市工事入札指名等審査会を開催し、資格
の審査と指名参加者の選定を行う。3.指名競争入札伺いにより決裁を受け、各指名参加者に指名入札通知書を交付する。4.入札を実
施し、落札者と契約を締結する。5.一般競争入札を行う場合は月初めに公告を行い、月末に開札を行い落札者を決定。6.入札、契約
の過程・契約の内容等入札結果状況の公表をＨＰで行う。7.入札談合に関する情報があったときは、公正入札調査委員会を開催し必
要な対応をとる。8.発注予定工事を調査し公表する。9.入札結果の分析を行い公表する。

需用費、役務費、使用料及び賃借料、負担金

6年度事務事業の成果・実績
工事入札参加資格者格付審査会を4月に開催した。
市工事入札指名等審査会を12回開催した。（入札実行依頼受付、参加資格審査・入札参加業者選定、指名競争入札通知及び一般競争入札の公
告、入札・開札会開催、契約締結、入札・契約情報の公表を行った。)

7年度計画（次年度に計画している主な内容）
・工事入札参加資格者格付審査会の開催。
・入札実行依頼受付、市工事入札指名等審査会（参加資格審査・入札参加業者選定）
開催、指名競争入札通知及び一般競争入札の公告、入札・開札会開催、契約締結、入
札・契約情報の公表
・電子入札システムを使用した入札執行
・令和７年２月に令和７・８年度競争入札参加資格者の登録受付を行った。

競争入札参加資格の登録を行うための電算入力員（会計年度任用職
員）の報酬及び時間外勤務手当の減

工事成績評定点65点未満の工事数 件

件

工事発注にあたっては、公平・公正な競争性、不正行為の排除に心がけてきた。成果指標としている工事成績の上昇や談合情報が無くなった
ことが成果として現れている。また、平成２３年度より「価格と品質で総合的に優れた調達」への転換として「総合評価方式」を導入してい
る。中小企業等振興基本条例に基づく施策として、地元企業を含むＪＶ結成による施工を実施した。

廃止 縮小 事業のやり方改善 現状維持（従来通りで特に改革改善をしない）


